
令和元年度決算

財　務　書　類

鳥取県　日吉津村

令和３年６月



令和元年度決算に係る財務書類4表について

○作成について

○作成・公表する財務書類について

行政コスト計算書
（PL）

　1年間の行政活動で、福祉サービスや職員人件
費にかかる経費など資産形成に繋がらない行政
サービスに費やしたコストと公民館等の使用料や
手数料等の収益を示すもの

　平成26年度に国から新たな作成基準である「統一的な基準」が導入され、全
ての地方公共団体において統一的な基準による財務書類等を作成することとさ
れました。全国で同一の基準に基づいて財務書類を作成することになったた
め、団体同士の財務状況がより比較できるようになります。
　日吉津村においても、平成28年度決算分より「統一的な基準」に基づく財務
書類の作成・公表を行っています。

財務書類 概　　要

貸借対照表
（BS）

　年度末時点で日吉津村が所有する「資産」・
「負債」・「純資産」の残高を示し、本村の財政
状態を示すもの

純資産変動計算書
（NW）

　貸借対照表中の純資産が、会計年度中にどのよ
うに変動したかを示すもの

資金収支計算書
（CF）

　1年間の資金の流れについて、「業務活動収
支」・「投資活動収支」・「財務活動収支」の3
つの性質に区分て示したもの

○各財務書類の関連性について（資料：統一的な基準による地方公会計マニュアル）



貸借対照表
（令和 2年 3月31日現在）

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 5,051,486 固定負債 2,370,913 

有形固定資産 4,405,228 地方債 2,203,127 
事業用資産 3,783,509 長期未払金 -

土地 1,559,101 退職手当引当金 144,286 
立木竹 - 損失補償等引当金 23,500 
建物 4,687,688 その他 -
建物減価償却累計額 △ 2,631,478 流動負債 298,616 
工作物 605,123 １年内償還予定地方債 239,013 
工作物減価償却累計額 △ 440,230 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 35,257 
航空機 - 預り金 23,972 
航空機減価償却累計額 - その他 373 
その他 - 2,669,528 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 3,305 固定資産等形成分 5,330,676 

インフラ資産 577,993 余剰分（不足分） △ 2,475,762 
土地 6,892 
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 1,800,679 
工作物減価償却累計額 △ 1,232,753 
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 3,175 

物品 153,022 
物品減価償却累計額 △ 109,296 

無形固定資産 1,626 
ソフトウェア 1,626 
その他 -

投資その他の資産 644,632 
投資及び出資金 91,152 

有価証券 15,526 
出資金 75,626 
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 10,692 
長期貸付金 7,296 
基金 536,105 

減債基金 -
その他 536,105 

その他 -
徴収不能引当金 △ 613 

流動資産 472,956 
現金預金 189,144 
未収金 4,896 
短期貸付金 1,848 
基金 277,342 

財政調整基金 199,110 
減債基金 78,232 

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 274 2,854,914 

5,524,442 5,524,442 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計



①貸借対照表

◆本村の分析

○貸借対照表（BS：Balance Sheet）とは
　貸借対照表とは年度末時点で日吉津村が所有する「資産」・「負債」・「純資
産」の残高を示し、本村の財政状態を示すものです。

資産の部は、資金や金融資産と将来の世代に引き継ぐ社会資本の金額を示すもの
です。また資本の運用形態を表すものとなります。
　
負債の部は、将来世代が負担しなければならない金額を示しています。純資産の
部は、これまでの世代が負担した金額を示しています。また、負債の部と純資産
の部は資本の調達源泉を表すものとなります。

　日吉津村（一般会計等）においては、令和元年度時点で資産額が55.2億円、負
債額が26.7億円あり、資産のうち約48.3％が将来世代への負担で形成されており
ます。純資産額は28.5億円あり、資産のうち約51.7％が現役世代の負担で形成さ
れております。

負債の部

純資産の部

資産の部

貸借対照表

調達源泉運用形態



行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

会計：一般会計等 （単位：千円）

金額

経常費用 2,134,262 

業務費用 1,229,317 

人件費 533,438 

職員給与費 383,493 

賞与等引当金繰入額 35,258 

退職手当引当金繰入額 -

その他 114,687 

物件費等 668,762 

物件費 445,413 

維持補修費 25,460 

減価償却費 197,889 

その他 -

その他の業務費用 27,117 

支払利息 10,361 

徴収不能引当金繰入額 455 

その他 16,301 

移転費用 904,944 

補助金等 584,782 

社会保障給付 259,478 

他会計への繰出金 60,379 

その他 306 

経常収益 83,920 

使用料及び手数料 41,679 

その他 42,241 

純経常行政コスト 2,050,342 

臨時損失 -

災害復旧事業費 -

資産除売却損 -

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 20,000 

資産売却益 -

その他 20,000 

純行政コスト 2,030,342 

科目



②行政コスト計算書

◆本村の分析

○行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement）とは
　行政コスト計算書とは1年間の行政活動で、福祉サービスや職員の人件費にか
かる経費など資産形成に繋がらない行政サービスに費やしたコストと公民館等の
使用料や手数料等の収益を示すものです。「経常費用」・「経常収益」・「臨時
損失」・「臨時利益」の区分で表示されます。

　「経常費用」・「経常収益」は、毎会計年度経常的に発生する費用及び収益を
表します。「経常費用」・「経常収益」の差額が「純経常行政コスト」として表
示されます。

「臨時損失」・「臨時利益」は、費用・収益の定義に該当するもののうち、臨時
的に発生する費用・収益を表します。主に資産除売却損益が該当します。上記、
「純経常行政コスト」に「臨時損失」・「臨時利益」を加減算したものが「純行
政コスト」として表示されます。

　日吉津村（一般会計等）においては、令和元年度の純経常行政コストが20.5億
円あり、自治体を1年間運営する経常的なコストが20.5億円かかることを表して
おります。また、令和元年度は資産の除売却等の臨時的な経費はなく、臨時利益
である損失補償引当金戻入が0.2億円あり、1年間の純粋なコストである純行政コ
ストが20.3億円となっております。

経常収益

純経常行政コスト

臨時損益

臨時利益

経常費用

臨時損失

行政コスト計算書

純行政コスト



純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 2,739,907 5,441,426 △ 2,701,519 

純行政コスト（△） △ 2,030,342 △ 2,030,342 

財源 2,148,349 2,148,349 

税収等 1,784,389 1,784,389 

国県等補助金 363,960 363,960 

本年度差額 118,007 118,007 

固定資産等の変動（内部変動） △ 107,750 107,750 

有形固定資産等の増加 22,667 △ 22,667 

有形固定資産等の減少 △ 197,890 197,890 

貸付金・基金等の増加 208,187 △ 208,187 

貸付金・基金等の減少 △ 140,714 140,714 

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 △ 3,000 △ 3,000 -

本年度純資産変動額 115,007 △ 110,750 225,757 

本年度末純資産残高 2,854,914 5,330,676 △ 2,475,762 

科目 合計



③純資産変動計算書

◆本村の分析

○純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）とは
　貸借対照表のうち「純資産」の部に計上されている数値が1年間でどのように
変動（増減）したかを示すものです。「本年度差額」と「固定資産等の変動
（内部変動）」、「その他」の区分で表示されます。

「本年度差額」は「純行政コスト」と「財源」により構成されます。「純行政
コスト」は前述の行政コスト計算書の数値と一致します。「財源」は地方税、
地方交付税等の「税収等」と国や県からの補助金である「国県等補助金」で構
成されます。

「固定資産等の変動（内部変動）」は、「有形固定資産等の増加」、「有形固
定資産等の減少」、「貸付金・基金等の増加」及び「貸付金・基金等の減少」
に分類され、その内訳については、固定資産形成分と余剰分（不足分）につい
て正負が必ず逆になります。
「有形固定資産等の増加」は、有形固定資産及び無形固定資産の形成による保
有資産の増加額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出（ま
たは支出が確定）した金額を表示します。
「有形固定資産等の減少」は、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相
当額及び除売却による減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却収入
（元本分）、除却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却費相当額を表示しま
す。
「貸付金・基金等の増加」は、貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額
または新たな貸付金・基金等のために支出した金額を表示します。
「貸付金・基金等の減少」は、貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額ま
たは貸付金の償還収入及び基金の取崩収入相当額等を表示します。

「その他」は「資産評価差額」、「無償所管換等」、「その他」に分類されま
す。
　「資産評価差額」は、その他有価証券の評価差額金を表示します。
　「無償所管換等」は、固定資産の寄附入、寄附出、調査判明等の増減額を表
示します。
　「その他」は上記以外の、固定資産形成分と余剰分（不足分）の増減額等を
表示します。

　日吉津村（一般会計等）においては、純行政コストから財源を差引いた数字
である令和元年度の本年度差額が1.2億円であり、税収等や国県補助金の財源で
1年間のコストを賄いきれたことを表しております。また、固定資産の寄附等に
よる無償所管換等を加えた本年度純資産変動額も1.2億円あり、純資産額が前年
度に比べ増加していることを表しております。



資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

会計：一般会計等 （単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 1,929,611 

業務費用支出 1,024,667 
人件費支出 527,476 
物件費等支出 470,873 
支払利息支出 10,361 
その他の支出 15,957 

移転費用支出 904,944 
補助金等支出 584,781 
社会保障給付支出 259,478 
他会計への繰出支出 60,379 
その他の支出 306 

業務収入 2,214,952 
税収等収入 1,783,135 
国県等補助金収入 361,655 
使用料及び手数料収入 41,618 
その他の収入 28,544 

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 285,341 
【投資活動収支】

投資活動支出 229,624 
公共施設等整備費支出 22,667 
基金積立金支出 203,355 
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 3,602 
その他の支出 -

投資活動収入 141,600 
国県等補助金収入 2,305 
基金取崩収入 135,621 
貸付金元金回収収入 3,674 
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 88,024 
【財務活動収支】

財務活動支出 223,744 
地方債償還支出 223,271 
その他の支出 473 

財務活動収入 101,453 
地方債発行収入 101,453 
その他の収入 -

財務活動収支 △ 122,291 
本年度資金収支額 75,026 
前年度末資金残高 90,146 
本年度末資金残高 165,172 

前年度末歳計外現金残高 24,592 
本年度歳計外現金増減額 △ 620 
本年度末歳計外現金残高 23,972 
本年度末現金預金残高 189,144 

科目



④資金収支計算書

◆本村の分析

○資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）とは
　資金収支計算書とは1年間の資金の流れを示すもので、性質に区分して、収入
と支出を示し、どのような活動に資金が使われたかを示します。「業務活動収
支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の区分で表示されます。

「業務活動収支」とは、税収や使用料の収入や人件費、物件費等の支出等の投
資活動・財務活動以外の現金の収入及び支出を表します。
「投資活動収支」とは、固定資産の取得、基金の積み立てによる支出や固定資
産の売却、基金の取崩による収入等の投資的な活動における現金の収入及び支
出を表します。
「財務活動収支」とは、地方債の借り入れによる収入や地方債の償還による支
出等の資金の調達及び返済による財務的な活動における現金の収入及び支出を
表します。

　日吉津村（一般会計等）においては、令和元年度の業務活動収支が2.9億円、
投資活動収支が▲0.9億円あり、業務活動の黒字分で投資活動の赤字を補填でき
ていることが分かります。また、財務活動収支が▲1.2億円あり、借金である地
方債等の額が減少していることを表しております。

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支


